税金レポートNo.106

国際会計基準

　皆様は「IFRS」という単語をご覧になったことがありますか？日本語で発音すると「イファース」とか「アイファース」となる様ですが、訳すと「国際財務報告基準」となります。日本でも2010年3月期から任意適用となったことから、「黒船来襲」と大げさに語られる向きもありますが、まず国際会計基準が何であるかを理解しておかないと何のことだか解りません。

　世界の会計基準を見ると、アメリカは「FAS」（Financial　Accounting　Standards「財務会計基準」）と呼ばれる会計基準を使っています。世界で最も厳格だと言われる会計です。一方ヨーロッパでは「IAS」（International Accounting Standards）「国際会計基準」と呼ばれる、文字通りの国際会計基準を使っていました。よく国際会計基準という言葉を目にしますが、これは国際的に通用する会計基準ではなく、IASを指していることになります。

　日本の会計基準はどうかと言うと、FASとIASという2つの基準のうち、日本に適用し易い部分を適用してきました。要するに2つの良いとこ取りだった訳です。2つの基準はこれまで何度も統一しようとしましたが、うまくいきませんでした。しかし08年にアメリカがIFRS採用に傾いたことで、日本でもそれに追随することになりそうです。これが今話題の「IFRS」です。

　この紙面だけでIFRSをまとめることはできませんが、これまでも大きく違う点は「包括利益」という考え方が取り入れられているということです。従来の会計基準では、「売上」からその期の「費用」を差引いたものを利益と考えていましたが、IFRSではそれに加えて、資産から負債を差引いた純利益の増減分を「包括利益」という概念で捉えようとしています。資産や負債を時価で評価し、その増減分も利益に取り込んで考えようというものです。もちろん従来の（売上）-（費用）で計算される利益も純資産を増加させますが、これに加えて資産と負債の増減の差額をも加えたものが包括利益ということになります。

　株主の立場から見れば、純資産は株主に属するものですから、包括利益を捉えることにより、株主の持分がどれだけ増減したかが解り易くなるというメリットがありますが、今までの会計にはまったく登場しなかった概念ですので、慣れるまでは決算書の読み方に戸惑うかもしれません。

　またIFRSでは決算書の様式が大幅に変わります。貸借対照表が「財政状態計算書」、損益計算書が「包括利益計算書」という名称に変わり、それぞれの中身、つまり資産、負債、収益、費用といったものが、「営業」、「投資」、「財務」に分けられることになります。
　先日、東京証券取引所が明らかにした「IFRS準備状況に関する調査結果」では、9月末時点の全上場企業2,283社のうち1,572社からの回答があり、そのうち1,059社がIFRS適用に向けた準備を行っているとのことですから、最終的にはほとんどの上場企業がIFRSを採用することとなりそうです。現時点では、まだ経理・財務部門を中心に知識収集を行っている段階だそうですが、私がセミナー講師を務めている日本生産性本部では、1年以上前からディスカッション形式の会合が催されていましたので、上場企業のほとんどは、かなり早い段階から準備を進めていたようです。

　では、このIFRS、中小企業にはどういった影響があるのでしょうか？結論から申し上げれば、現時点ではまったくの不透明と言わざるを得ません。先日「IFRSが与える影響と中小企業の会計・税務の方向性」というテーマのセミナーを聞きに行きましたが、そこで解ったことは、中小企業庁で2011年2月に設置された「中小企業の会計に関する研究会」において、現状様々な検討を行っているものの、IFRSの影響を遮断、回避もしくは限定的とするといった方向で、話し合いが進められているといった程度のものでした。要するに、まだ何も決まっていないといった現状です。従ってはっきりしたことは解りませんが、個人的には、IFRSは中小企業の決算書様式にかなりの影響を及ぼす、と思っています。

今までも以前の商法の改正、会社法の改正等に基づいて、中小企業においても決算書の様式が変更されてきました。IFRSほどの大幅な変更ではなかったものの、その都度変更されてきたのは事実です。税務会計中心の中小企業の決算においては、ほとんど大勢に影響のない変更でありながら、それでも中小企業が変更を取り入れた理由は対銀行を考慮したことです。もちろん、中小企業において、金融商品会計、減損会計、退職給付会計等の新会計基準を採用しているところは非常に少ないと思います。理由は、新会計基準を採用した場合、税金の減らない費用を計上することになるからです。いまだに利益至上主義の銀行審査基準では、利益が減ることを非常に嫌います。10年以上前から担保主義からの脱却、キャッシュフロー重視の経営等々を声高に言っているわりには、現場での判断は利益に偏重しているきらいがあります。そんな中でわざわざ利益を減らす様な会計処理を行わないのは当然でしょう。

本来であれば、中小企業でありながら、あえて新会計基準を採用し、企業のリスクを具体的に表示している決算書を作成している企業は、そうでない企業と比べて評価されて然るべきなのですが、相変わらず税務会計中心主義の会計から脱却できない（もしくは、あえて無視している）という現状は、銀行側の審査基準がお粗末であるという裏付けになっている気がします。

こう考えると、中小企業においてIFRSの影響による会計処理の変更はおきないと思います。というのも、2005年に「中小企業の会計に関する指針（以下、本指針）」というものがまとめられました。これは上場会社が行っている厳格な会計処理を一部採用しようとするものですが、現実にはほとんど無視されている状況です。現実問題として「中小企業でこんなことまでやっていられない」「こんなこと真面目にやっていたら銀行評価が下がるばっかりだ」というのが中小企業の本音だったと思います。この事態を銀行側も知ってか知らずか黙認してきました。しかし、IFRSがやっかいなのは、決算書の様式が大幅に変わるということです。世の中に出回っている会計書のほとんどが上場会社の基準で解説しています。また銀行はご存知の通り上場会社です。そういった環境下で予想されるのは、会計処理は無視するものの様式は受け入れる、といった方向性です。様式が変更となることが悪いことではありませんが、ここではご紹介できないものの、変更後の決算書の様式は、かなり企業の生の実態を浮き彫りにすることになりそうです。もちろん企業の実態を開示することは、決算書を作成する重要な目的の一つですが、中小企業においては、決算書にあえて全ての情報を開示しない場面も多々あります。IFRS型の決算書様式は、こういった玉虫色の部分を排除されてしまいそうな気がしています。いずれにしても、中小企業への適用に関しては、まだまだ検討課題が残されています。
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